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平成 25 年 9 月 9 日 
 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針の改正案及び 

株式会社民間資金等活用事業推進機構支援基準案」に対する意見 
 

一般社団法人全国地方銀行協会 
 

項番 項目 該当箇所 意見内容 理由 

１ 【基本方針（５頁）】 

一 民間事業者の提

案による特定事業

の選定とその他特

定事業の選定に関

する基本的な事項 

４ 

 

４ 民間提案に対する措置 

 国等は、ＰＦＩ事業の促進にとっ

て有益な民間事業者からの活発な

提案を促すため、民間事業者からの

提案に関し、次の点に留意して対応

するものとする。 

(1)公共施設等の管理者等は、民間

事業者の提案に係る受付、評価、

通知、公表等を行う体制を整える

等、適切な対応をとるために必要

な措置を積極的に講ずること。ま

た、国等は、民間事業者が円滑に

提案を行うことができるように、

関係する情報の公開等に努めるも

のとする。 

 地方公共団体が講ずるべき

民間提案に対応するための体

制整備等について、政府とし

て地方公共団体を支援する体

制を整備していただきたい。 

 

 ＰＦＩ法第６条において、

国・地方公共団体等の公共施

設等の管理者等が民間事業者

からＰＦＩ事業の提案を受け

た場合は「当該提案について

検討を加え、遅滞なく、その

結果を当該民間事業者に通知

しなければならない」とされ

ているが、特に地方の中小規

模の地方公共団体において

は、民間提案に対応するため

の体制整備等が困難なケース

も想定される。民間提案を普

及・定着させるためには、既

に実施されている専門家の派

遣等に加え、地方公共団体に

対する政府の一層の取組支援

が必要と考えられる。 
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項番 項目 該当箇所 意見内容 理由 

２ 【基本方針（13-14

頁）】 

六 法制上及び税制

上の措置並びに財

政上及び金融上の

支援に関する基本

的な事項 １（2） 

１ 政府は、特定事業の実施に係る

法制上及び税制上の措置並びに財

政上及び金融上の支援に関して、Ｐ

ＦＩ事業の円滑な推進を図るため、

次の基本的な考え方に立ち、適切な

措置を講じていくものとする。 

(2)税制上の措置については、現行

の制度に基づくものを基本としつ

つ、ＰＦＩ事業の推進のために必

要な措置を検討すること。また、

運営権の存続期間中の更新投資な

どの会計処理につき、必要な基準

が明確となるよう必要な環境の整

備に努めるとともに、税制上の措

置について周知を図ること。 

 運営権存続期間中の更新投

資の税務・会計処理について

は、早急に必要な基準を明確

化していただきたい。また、

基準が明確化されるまでの間

は、課税当局において、具体

的事案に至る前の検討段階で

の前広な協議に柔軟に対応い

ただきたい。 

 現在の基本方針が平成24年

３月 27日に閣議決定されてか

ら既に１年以上の期間が経過

しているが、運営権存続期間

中の更新投資の税務・会計処

理は未だ明確化されていな

い。地方公共団体側からする

と、税務・会計処理について

の当局見解が不明確なままで

は、ＰＦＩの事業化の検討が

困難になると考えられる。 

３ 

同上 同上 

 従来公共事業として行われ

ていた事業をＰＦＩ事業によ

り民間が行う場合には、法人

税負担を減免する措置を講じ

ていただきたい。 

 

 従来公共事業として行って

きた事業を民間開放した途端

に法人税の課税対象となるこ

とは、地方公共団体がＰＦＩ

の事業化を進めるインセンテ

ィブを阻害することとなりか

ねない。 
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項番 項目 該当箇所 意見内容 理由 

４ 【 基 本 方 針 （ 14

頁）】 

六 法制上及び税制

上の措置並びに財

政上及び金融上の

支援に関する基本

的な事項 １（3） 

(3)政府系金融機関等による金融上

の支援における選定事業の位置付

けを整備し、選定事業者に対する

政府系金融機関等の融資が、円滑

に実施されるように配慮するこ

と。 

 政府系金融機関は、原則と

して民間金融機関の補完的役

割に徹するべきである。 

 わが国におけるＰＦＩ事業

の円滑な推進の観点から、政

府系金融機関がＰＦＩ事業に

おいて金融面で一定の役割を

担うべきことについては理解

できるが、その役割はあくま

で民間金融機関の機能を補完

するものに止めるべきであ

る。 

以 上 


